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「リーガル・インフラのデジタル革命」連続セミナー

➢鹿児島大学司法政策教育研究センターでは、法の世界の根底

からのデジタル化が急速に進展する状況の下、その状況を俯

瞰的に捉えるために連続セミナーを開催。

➢このセミナーでは、国政や地方自治、法実務、法学分野の研

究・教育などの現場で、「最も基礎なるデジタル法情報
の生成と活用」に関わる分野を優先的に扱い、折に触れて

関係分野を取り上げる。
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テーマと講師陣

➢ テーマとして次のものが想定され、必要に応じてワーク
ショップやサブセッションを設けて議論を深化。

➢ 講師陣は、関係省庁等の担当官や当該分野の最前線にいる
研究者、実務家に依頼予定。

 法制執務（第１回）

 法令審査

 官報のデジタル化（第２回）

 判例情報

 法令履歴

 自治体法制執務

 民事手続

 刑事手続

 リーガルテック（契約審査等）

 ＡＩと法サービス（弁護士法72条関係）

 司法試験

 法学教育・法曹養成
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セミナーとワークショップ（2回構成）

➢ セミナーでは最前線の報告や議論をしていただいた後、簡単
な質疑応答を行なう。

➢ 議論を深めるため、参加いただいた方から、セミナーの主題
についての情報提供や、必要なシステム、開発事例紹介、機
能や開発課題への各種提案やニーズを寄せていただき、その
方々によるプレゼン＆クロストーク・セッションのワーク
ショップを、後日開催する形で展開。
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主たるセミナーの対象 ※他の方を排除するものではありません。

➢リーガル・インフラのデジタル化推進関係官庁等公的機関
➢デジタル庁、法務省、裁判所、総務省、内閣及び両議院法制局、国立印刷
局、国会図書館等ほか、関係官庁の担当官など

➢リーガル・インフラ、リーガルテック開発関係
➢法律系データベース・ベンダー／法情報ツール開発業者／法情報実務情報
サービス企業等／法律系出版社／研究者（法律系、工学系など）

➢ユーザー
➢諸官庁担当官／地方自治体法制執務担当／議会事務局／国会・地方
議会議員等関係者／法律事務所（弁護士）ほか法律系専門士業／民
間企業（建築系・環境系・住宅供給・運輸分野など）／法学系ほか人文・
社会科学系の研究者としてリーガル・インフラを利用する人々など
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司法政策教育研究センター

法の世界のＤＸを考える 法情報実務セミナー2022

リーガル･インフラのデジタル革命

第１回 法制執務のデジタル化の最前線

鹿児島大学法文学部附属

講師 デジタル庁 e-LAWS 担当 大久保 修平 氏 ほか

開催日時：令和4年7月25日（月） 18:00～20:00
開催方法：Zoomウェビナー
申込先：https://forms.gle/f4MLGPCyZP8ShxBm9

申込期限：令和4年7月22日（金） 17:00
ワークショップ：令和4年8月3日（水）18:00～20:00 詳細は追ってご紹介します。

デジタル庁デジタル臨時行政調査会の「法制事務のデジタル化検討チーム」の議論
の到達点と展望を主題に検討します。

https://lawcenter.ls.kagoshima-u.ac.jp/

〒890-0065 鹿児島市郡元1-21-30
TEL 099-285-7569/3905

（デジタル庁省庁業務サービスグループ 主査）

御 案 内

https://forms.gle/f4MLGPCyZP8ShxBm9


御 案 内

講師 国立印刷局 官報部専門官 阿部 隆弘 氏 ほか

法の世界のＤＸを考える 法情報実務セミナー2022

リーガル･インフラのデジタル革命

開催日時：２０２２年８月３０日（火）１８：００～２０：００
開催方法：Ｚｏｏｍウェビナー
申込先： https://forms.gle/TycEzGY6KSQ7Gqvv6
申込期限： ２０２２年８月２８日（日）
ワークショップ：２０２２年９月８日（木）１８：００～２０：００

司法政策教育研究センター
鹿児島大学法文学部附属

「法令の公布」機能を有する官報の製造業務を担う国立印刷局における現状の実務と
そのデジタル化に向けた取組についてご紹介いただきます。

第２回 官報デジタル化の現状と展望
（独）国立印刷局における取組状況を踏まえて

https://lawcenter.ls.kagoshima-u.ac.jp/

〒890-0065 鹿児島市郡元1-21-30
TEL 099-285-7569/3905


